
- 1 -

主 文

原判決を破棄する。

被告人Ａを懲役２年に，被告人Ｂを懲役１０月にそれぞれ処する。

原審における未決勾留日数中，被告人Ａに対しては８０日を，被告人

Ｂに対しては２０日を，それぞれその刑に算入する。

この裁判が確定した日から，被告人Ａについては４年間，被告人Ｂに

ついては３年間，それぞれその刑の執行を猶予する。

被告人Ａから金２００万円を追徴する。

原審の訴訟費用のうち，証人Ｃ，同Ｄ，同Ｅに支給した分は被告人両

名の連帯負担とし，証人Ｆに支給した分は被告人Ａの負担とする。

理 由

検察官の控訴の趣意は，高松地方検察庁検事玉置俊二作成の控訴趣意書に，これ

に対する答弁は，被告人両名の主任弁護人堀井茂，弁護人堀井実，被告人Ａ（以下

「被告人Ａ」という｡)の弁護人小早川龍司，被告人Ｂ（以下「被告人Ｂ」という｡)

の弁護人田代健が連名で作成した答弁書に，各記載のとおりであり，被告人Ａの控

訴の趣意は，主任弁護人堀井茂，弁護人小早川龍司，同堀井実が連名で作成した控

訴趣意書に，これに対する答弁は，高松高等検察庁検察官検事大西平泰作成の答弁

書に，各記載のとおりであるから，これらを引用する。

第１ 検察官の控訴趣意中，事実誤認の主張について

論旨は，平成１３年度に導入した在宅健康管理システムにつき，ａ町と株式会

社Ｇ（以下「Ｇ社」という ）との間で作成した２通の契約書（以下「本件各契。

約書 ，なお，平成１８年１１月１日付起訴状公訴事実１の契約書を「本件契約」

書１ ，同２の契約書を「本件契約書２」という ）はいずれも虚偽であり，被」 。

告人Ａ及び同Ｂには虚偽有印公文書作成罪が成立するのに，被告人両名を無罪と

した原判決には，判決に影響を及ぼすことが明らかな事実誤認がある，というの

である。
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そこで，記録を調査し，当審における事実取調べの結果を併せて検討するに，

本件各契約書の記載は，契約当事者が発生等を意図していた法律関係に従ったも

ので，真実であるとした原判決は，是認することができず，虚偽の公文書を作成

したというべきである。以下，その理由を説明する。

１ 本件各契約書の作成経過

原判決が，事実認定の補足説明の項の第１の１（原判決４丁から１８丁）及び

虚偽有印公文書作成罪の公訴事実についての無罪の理由の項の第３の２，３（原

判決５８丁から６２丁）のとおりであり，これを要約し，若干補足すると以下の

とおりである。

すなわち，(1) ｂ県ｃ郡ａ町（現ｄ市）の町長である被告人Ａは，在宅健康

管理システムに多大な関心があり，その導入に積極的であった。この在宅健康管

理システムとは，一般の家庭等に血圧等を測定する端末を設置して利用者に血圧

等を測定してもらい，そのデータを電話回線やＣＡＴＶ回線などによりホストコ

ンピュータに送信し，そのデータを医師や保健師が常時把握することにより，利

用者の健康管理に役立てるものである。ａ町は，平成６年度，平成１０年度，平

成１３年度に，合計６回にわたり導入したが，平成６年度では，指名競争入札が

行われ，Ｈ社株式会社（以下「Ｈ社」という ）が落札して契約し，Ｇ社が下請。

業者として製品の納入や設置工事を行った。平成１０年度は，Ｇ社の代表取締役

であるＣ（以下「Ｃ」という ）から，山村振興等農林漁業特別対策事業（以下。

「山振事業」という ）や広域的地域情報通信ネットワーク整備促進モデル構築。

事業（以下「広域ネットワーク事業」という｡)で補助金等が受けられるとの話が

持ち込まれて導入が計画され，山振事業では端末機３５台の導入がなされ，広域

ネットワーク事業ではｂ県ｃ郡ｅ町，同郡ｃ町に設置される分も含めて端末機４

２台等の導入がなされ，併せてａ町の単独事業として端末機１１台等の導入がな

された。このときはいずれも他社とは一切交渉することはなくＧ社と随意契約を

し，価格の交渉も行われず，Ｇ社の見積書どおりの金額で契約された。(2) 被
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告人Ａは，平成１３年（以下平成１３年のものは同年の記載を省略する｡)５月こ

ろ，ａ町が他の町と合併してｄ市となるに当たり，持ち寄るべき国民健康保険財

政調整基金（以下「国保基金」という｡)に余裕が見込まれたことから，在宅健康

管理システムの追加導入を決意し，担当課である福祉保険課にその旨指示し，在

宅健康管理システム推進委員会やその専門部会，国保基金の取崩しを了承するた

めの国民健康保険運営協議会（以下「国保運営協議会」という｡)等の承認などを

得て端末機１００台の追加導入等が決まり，９月２０日にはそのための補正予算

も町議会で可決された。９月２８日の専門部会までには，１００台を１０月中に

各戸に設置し，１１月１日から運用を開始し，そのデータ解析等の外部委託も同

日から行うことなどが決まった。(3) ａ町では，１０月６日から利用希望者の

募集を開始し，Ｇ社では，既に８月ころから部品の発注をし，９月２５日ころに

は機器をａ町役場に送付し，同町職員から設置先の指示を受けた上で，１０月２

４日から同月３１日までにかけて，１００台の設置作業を行い，保健師が使用方

法の説明もした上で，１１月１日から運用を開始するとともに，データ解析等の

Ｇ社への委託も開始された。福祉保健課では，１０月中旬ころ，１００台設置に

かかる請負契約締結の伺書を作成したが，被告人Ｂから，契約金額が５０００万

円を超えており，議会の議決を要するとして，再考を促され，決裁を得られなか

った。その一方，１０月２２日ころには，設置希望者が当初計画の１００人を超

えたため，福祉保健課は２０台の追加設置を被告人Ａに申し出て，被告人Ａが了

承した。そこで，福祉保健課では，今回の契約は８０台とし，残りの２０台は追

加設置する２０台と合わせて４０台で契約することとし，Ｇ社の担当者に対し，

議会対策のため，まず８０台で契約する旨告げ，Ｃの了承も得て，８０台分の見

積書を取り寄せ，請負金額が５０００万円未満となることを確認した。そして，

１０月２４日，台数を８０台とし，契約金額を４５４６万円余りとする契約締結

の伺書を作成し，そのころ，被告人Ｂ及び同Ａの決裁を得た。１０月３０日，Ｃ

の要望で開かれた予算打合会において，被告人Ｂから，今回の支払は８０台分で
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お願いしたいとの要望がなされ，Ｃも，設置工事が遅れる可能性があったことも

あり，これを了承した。また，その場で２０台の追加設置の方針も説明された。

本件契約書１が実際に作成されたのは１１月１２日であり，収入印紙に割印が押

されたのは１１月１９日である。(4) ２０台の追加設置については，上記予算

打合会の後に開かれた国保運営協議会で国保基金の取り崩しが承認され，Ｇ社か

ら２０台設置の見積書の提出や被告人Ａによる予算査定などを経て，１２月１８

日町議会でそのための補正予算も可決された。この工事についても契約書を作成

しないまま，配線工事に手間取って２月にずれ込んだ１戸を除き，平成１４年１

月１４日から同月１８日までに設置工事が行われた。契約書の作成については，

福祉保健課において，同月２１日ころ，Ｇ社から４０台設置にかかる請求書を取

り寄せ，これに基づき，同月２２日ころ，４０台設置にかかる契約締結の伺書を

作成し，被告人Ｂ及び同Ａの決裁を得た。本件契約書２が実際に作成されたのは

同月２８日である。

２ 原判決の判断

普通地方公共団体が契約につき契約書を締結する場合には，契約書に記名押印

， （ ）しなければ 当該契約は確定しないものとされている 地方自治法２３４条５項

から，９月２８日の専門部会等において関係者らが１００台設置につき合意した

としても，予約が成立したと理解する余地があるにすぎず，１０月３０日の予算

打合会における被告人Ｂ及びＣのやり取りにより，その予約は８０台に変更され

たもので，１００台の設置がされ履行行為がされていたとしても，近い将来合意

が成立することを期待して行った履行行為にすぎない。現実の経済取引では，い

まだ合意が成立したとはいえない段階においても，近い将来において合意が成立

することを期待して，履行の準備行為をし，又は全部若しくは一部の履行行為を

することが少なくなく，契約当事者の一方が国や地方公共団体であるときにも変

わるものではない。いったん１００台の設置が口頭で約束されたが，その後の１

０月３０日の予算打合会での被告人Ｂ及びＣのやり取りにより，８０台設置に合
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意が変更され，次いで，前回契約書を締結しなかった２０台と追加して設置する

ことになった２０台との合計４０台を設置する合意が締結され，その旨の各契約

書が締結されたから，その内容どおりの契約が締結されたもので，いずれも虚偽

ではない。

３ 当裁判所の判断

原判決の上記判断は，是認できない 『地方自治法２３４条５項は，契約書に。

記名押印しなければ，当該契約は確定しないとしているが，それは，地方公共団

体が契約をする場合には，契約内容を契約書で明確に定め，その契約書の記載内

容に従い履行し，予算の適正な執行を確保するとともに，議会による議決，会計

監査，さらには住民による監査請求などに資するためである。その性質又は目的

が競争入札に適しないものでなく，競争入札をすべきであるのに，随意契約で済

まそうと考え，地方公共団体の長などが，相手方と話を進め，相手方に注文ない

し請け負わす内容が決まり，単価あるいは価格も了解し，内容を決定したのに，

契約書を作成するのに何の支障もないのに作成しないまま，相手方が決定した内

容に従い工事ないし作業をすれば，契約が口頭で締結され，契約が履行されたと

いうべきである。その後，地方公共団体の長らが，契約高に照らして議会の議決

が必要であることに気付き，その手続を回避し，会計監査から不正を発見されな

いように，台数，金額など異なる見積書あるいは請求書を提出させ，これに合わ

せた契約書を作成し，これに相手方及び地方公共団体の長が記名押印したとして

も，それが確定した契約となるものではなく，契約書記載のように変更されたと

。 ， ，みるべきではない また 地方公共団体の長などがそのうちの一部についてのみ

契約書を作成することにし，相手方に一部の内容にそう見積書あるいは請求書を

提出させ，その旨の契約書作成を求め，相手方とすれば外された分もいずれ契約

書を作成して支払を受けられると考え，場合によっては次回も随意契約により要

望する価格で受注できる思惑から，これに応ずることにし，履行した一部の契約

書を作成するにとどめたからといって，契約書のように合意が変更され，それが
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確定した契約であり，その余の実施した分は，口頭の約束もなく，口頭の約束に

よる履行ではなく，相手方の代金請求権も発生せず，地方公共団体も支払う必要

もないとするのは，不当不合理である。

原判決は，上記のような方法が一般的になされており，契約相手が地方公共団

体であっても，同様に解すべきであるというが，相手方が各種の事情及び思惑か

ら，実際に行った内容と異なる契約書の作成に応じたからといって，これが真実

の契約であるとは解されず，競争入札により契約することを前提に，その性質又

は目的が競争入札に適しないもののときなどに随意契約を許容し，契約書を作成

するときには，契約書により契約内容を確定することを要求している地方自治法

の趣旨に著しく反しており，到底賛同できない。

このように，口頭で約束して履行させた事実とは明らかに異なる記載がなされ

た契約書は，内容虚偽の契約書であって，虚偽の有印公文書となり，その作成に

関与した者には，虚偽有印公文書作成罪が成立する，と解すべきである 』。

４ 本件各事案の場合

ａ町とＧ社との間では，平成１３年１０月末までに，Ｇ社の提示する価格で在

宅健康管理システムの端末機１００台の設置が合意されていたが，そのとおり契

約書を作成したのでは，５０００万円を超えており，町議会の議決を要すること

から，被告人Ａ及び同Ｂを含むａ町職員は，これを回避するため，８０台を設置

する契約書作成の案を出し，福祉保健課では８０台で契約することの伺書を作成

し，Ｇ社には議会対策上の都合により８０台で契約することを説明して了承を得

て，８０台設置の見積書を送付させた。Ｇ社が同月３１日までの間に，ａ町から

指示された設置すべき利用者宅に合計１００台の設置工事を終え，１１月１日か

らは設置された１００台につき運用を開始し，そのデータ解析を始めたが，その

間に，口頭の話合内容に疑問が生じたとか，設置自体に問題が生じたとか，これ

までＧ社との間で折衝を積み重ねて合意した内容をほごにしたり，変更したりす

ることが必要な事態は生じていない。そして，福祉保健課では，新たに２０台を
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， ， ，導入する際 Ｇ社に同じ価格で請け負わせ 契約書を作成しない残りの２０台を

新たに導入する２０台と合わせて４０台とする契約書を作成すれば，問題を表面

に出さずにすむ，と考えたものである。Ｇ社としても，ａ町との口頭の約束に従

い，希望する価格で合計１００台を設置する合意に従い設置して運用を開始した

が，町議会の議決を回避するとのａ町職員の方針に従い，いずれ追加の２０台も

希望する価格で随意契約できることから，今回は８０台を設置する契約書を作成

し，残りの２０台は追加の２０台と合わせて契約書を作成して支払を受ければ足

， 。 ， ，りると考え ８０台の契約書を取り交わすことに応じたものである なお Ｃは

８０台で請求するとした理由につき，設置工事が手間取っており１０月３１日ま

でに終えられない懸念があったことをもあげているが，それは裏返せば，１０月

３１日までに１００台設置という当初の合意に従って工事をしているということ

であり，本来ならば，競争入札により価格競争を迫られ，大会社の下請でしか受

注できないおそれがある中，希望どおりの価格で随意契約により受注できること

から，Ｇ社としても設置が一部遅れるかもしれない事情もあるので，ａ町の意向

に従い，請求は８０台分にとどめたにすぎず，設置した残りの２０台の合意をほ

ごにし，口頭の合意により取り付けたものではなく，準備行為とするものでもな

い。

このような事実関係からすれば，真実の合意は１００台設置のままであり，契

約書上だけ８０台としたにすぎない，とみるべきである。

そして，Ｇ社が１００台を設置したのも，当初の口頭の合意に基づき，予定を

変更することなく，履行行為をした，とみるのが自然な理解である。関係者の供

述をみても，実際に設置工事をしたのは１００台だから，内容虚偽の契約書に間

違いない（Ｅの検察官調書・原審甲６の１４丁 ，契約書などの書類上だけ８０）

台にする（Ｄの検察官調書・原審甲８の１０丁 ，１００台の設置工事であるの）

に，８０台の設置工事であるかのように装って，契約書にうその記入をした（被

告人Ａの検察官調書・原審乙７の１２丁 ，書類上，契約を８０台と残りの分に）
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分けたように装う，真実と異なる嘘の契約書になるが仕方ない（被告人Ｂの検察

官調書・原審乙２２の５丁）と述べており，当時の関係者の意識は，１００台設

置という当初の合意を変更するつもりはなく，契約書上だけ８０台としたもので

， 。 ， ，あることで 一致している 原判決は ８０台は口頭で変更された合意の履行で

２０台は近い将来において合意が成立することを期待して行った履行行為である

（原判決６７丁）とするが，区分けして見るべき理由も必要も考えられず，そも

， ， 。そも口頭の合意もないというのに その履行と位置付けできるのか 疑問もある

４０台を設置するという本件契約書２についても，関係者の真実の合意は，追

加された２０台の設置であり，契約書上だけ前回の残りの２０台を合わせて４０

台としたものであって，原判決がとらえたような，法律関係を留保させた残余の

２０台分に，追加の２０台分を加えた端末機の設置行為の請負にかかる法律関係

を発生させる意図（原判決７０丁）のもとで契約を締結したとは解されない。

以上のとおり，本件各契約書は，設置する在宅健康管理システムの台数を，実

際の合意ではそれぞれ１００台，２０台であるのに，８０台，４０台と偽って作

成したものであって，このような異なる内容の契約書を作成するため，これまた

異なる作成月日を決め，適当な工期を決めたから，台数という本質的事項に虚偽

がある以上，工期や契約日なども含め，全体として虚偽の契約書というべきであ

る。

被告人両名には，Ｃらとの共謀による虚偽有印公文書作成罪が成立するから，

同罪は成立しないとして，被告人両名に対し無罪とした原判決は，事実を誤認し

たものであり，これが判決に影響を及ぼすことは明らかであるから，原判決は破

棄を免れない。論旨は理由がある。

第２ 被告人Ａの弁護人の控訴趣意について

検察官の事実誤認の控訴趣意が理由があるため，これと併合罪の関係にある事

後収賄の罪を認めた原判決は破棄を免れないが，被告人Ａの弁護人からの控訴趣

意があるので，項を設けて判断を示すことにする。
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１ 理由不備，理由そご及び訴訟手続の法令違反の主張について

論旨は，原判決が，被告人Ａと株式会社Ｉ社（以下「Ｉ社」という｡)代表取締

役Ｆ（以下「Ｆ」という｡)との同社株式の売買事実を認定したが，Ｃから被告人

Ａに対する２００万円の送金が，その売買代金の立替払として行われたというの

なら，代金の支払を早期に受けられたという立替払の利益が賄賂となるはずなの

に，原判決はＩ社の株式にはわずかな財産的価値しかなかったことを理由に２０

０万円自体を賄賂に当たると認定したから，原判決には理由不備又は理由そごの

違法がある，仮に，原判決が立替払の利益を賄賂と認定しているとすれば，検察

官が起訴した公訴事実は２００万円の供与であるから，原判決には訴因を逸脱し

て認定した訴訟手続の法令違反がある，というのである。

， ， ，しかし 公務員等に賄賂を供与する際 公務員等が経済的価値が乏しいものを

相当の経済的価値があるとして売り渡すことにして，現金を渡すときには，その

現金が賄賂となるが，公務員等が早期に現金を必要とするのに，贈賄者側に渡す

べき現金がなく，贈賄者側が依頼した別の者が公務員等に現金を渡せば，その現

金が賄賂になるというべきであり，所論のように，収賄者側が受け取る現金を，

別の者から早期に受け取ったから，早期に受けられたという利益（所論がいう立

） 。 ， ，替払の利益 のみ賄賂となるわけではない 今回は 公務員であった被告人Ａが

Ｃに対し，経済的価値が乏しい株式の買取りを要求し，Ｃが買い取らずに，Ｆと

いう別の人物に買い取らせることにし，Ｆに買取り方の働きかけをし，事情を知

らないＦが売買代金を支払うつもりで被告人Ａに現金を渡すことになったが，Ｆ

が現金を直ちに工面できないことから，これらの画策をしたＣが売買代金の２０

０万円を立替払することになったもので，２００万円が賄賂となるというべきで

ある。この点に関する原判決の認定判断に誤りはない。

， ， ， ， ，次に 原判決は 補足説明において Ｉ社の業態 業績等を詳細に認定した上

「平成１４年８月当時，Ｉ社の株式には，わずかな財産的価値しかなかったこと

からすれば，Ｃが，上記認定のとおり，被告人Ａの保有するＩ社の株式の売買代
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金の立替払として，２００万円を被告人Ａに送金したことは，被告人Ａに対する

利益の供与に当たる」と判示（原判決４８丁）し，罪となるべき事実において，

「Ｉ社の株式４０株の売却代金名下に２００万円の振込送金を受け」と認定して

いる。

そうすると，原判決の事実認定と補足説明には，何ら食い違いはなく，原判決

には，理由不備や理由そごはなく，もとより，公訴事実と相違した事実を認定し

たものではないから，訴因を逸脱して認定した違法もない。論旨は理由がない。

２ 事実誤認の主張について

論旨は，① ａ町が，在宅健康管理システムの導入に当たり，Ｇ社との随意契

約を選択したことは適法かつ正当であり，随意契約に当たり，ａ町の担当職員が

相見積りを取り付けず，見積書どおりの金額を相当と認め，価格交渉をせずにそ

の金額で請負契約を締結したのも不当ではない，被告人Ａは，ａ町の担当職員に

それを指示した事実もないから，職務上不正な行為をしていない，② 被告人Ａ

に対する２００万円の振込送金は，Ｉ社の株式４０株の売買の決済であり，被告

人Ａに対する利益の供与とか，職務の対価とかに当たらず，賄賂性もないから，

被告人Ａに対する事後収賄罪は成立しないのに，その成立を認めた原判決には，

判決に影響を及ぼすことが明らかな事実誤認がある，というのである。

そこで，記録を調査して検討するに，被告人Ａに対し事後収賄罪を認めた原判

決に事実誤認はなく，原判決の事実認定の補足説明はおおむね是認することがで

きる。所論にかんがみ若干補足する。

(1) 随意契約と職務上不正な行為について

平成１０年度及び平成１３年度におけるａ町の在宅健康管理システムの導入の

経過等は，原判決が，事実認定の補足説明の第１の１（原判決４丁から１８丁）

， ， ，で説示するとおりであるが これを要約すると 平成１０年度の導入については

前記第１の１の(1)のとおりである。平成１３年度の導入については，ａ町で在

宅健康管理システムを追加導入することになり，当初１００台の導入が計画され
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たが，希望者が予定台数を上回ったため２０台の追加導入がなされ，このときも

他社とは交渉せず，Ｇ社と随意契約をし，価格の交渉も行われず，Ｇ社の見積書

どおりの金額で１００台，次いで２０台の随意契約を口頭で締結（ただし原判決

では前記本件契約書１，同２のとおり随意契約したと認定）した。

まず，普通地方公共団体が行う契約の締結については，原則として一般競争入

札によるべきとされ，随意契約によることができるのは，契約の性質又は目的が

競争入札に適しない場合等に限定されている（地方自治法２３４条１項，２項，

， ）。 ，地方自治法施行令１６７条の２第１項 ａ町建設工事執行規則５条１項 また

随意契約による場合でも，適正な契約を行うべく，適切な措置がとられることが

， ， ， ， ，求められるのであって ａ町でも 仕様書 設計書により その予定価格を定め

契約の内容その他見積りに必要な事項を示し，なるべく２人以上の者から見積書

を提出させるものとされている（上記規則２３条１項，２項 。）

ところで，在宅健康管理システムは，当初はＧ社の製品のみであったが，平成

１０年度ころには他社製品も出始めており，Ｇ社の製品を導入する場合であって

も，納入業者はＧ社に限定されることはなく，他社が契約した場合にはＧ社が下

請として製品の納入や設置工事を担当することもできるから，一般又は指名によ

る競争入札を行うことが可能かつ相当な方法である。このように，当該契約の性

質又は目的に照らし，競争入札の方法による契約の締結が不可能若しくは困難と

， 。いうべき場合には当たらず 競争入札が適当とは判断されない場合ともいえない

現に，ａ町でも，平成６年度の導入に際しては指名競争入札を実施し，平成１０

年度の広域ネットワーク事業によりａ町とともにＧ社の在宅健康管理システムを

導入した隣接のｅ町及びｃ町が，平成１１年度に追加導入をした際には指名競争

入札を実施しており，地方公共団体で随意契約が行われたのは，平成５，６年こ

ろに，地方公共団体として全国で一番最初に在宅健康管理システムを導入したｆ

町を除けばａ町のみであることからしても，このことは明らかである。なお，広

域ネットワーク事業による導入に際しては，競争入札を装う書類が作成されても
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いる。

また，Ｇ社以外との交渉等も一切行わず，契約金額も，Ｇ社から見積書を提出

させたのみで，価格の交渉も行わず，見積書と同額で契約したことも，契約の適

正に対する配慮を全く欠いたもので，職務上不正な行為に当たる。そうすると，

Ｇ社と随意契約をしたことは，職務上不正な行為に当たるというべきである。

， ， ，次に これらの不正な行為に対する被告人Ａの関与についてみると 原判決は

補足説明第２の１の(1)のア（２８，２９丁 ，イ（２９，３０丁 ，ウ（３０，） ）

３１丁）のとおり間接事実から，何段階かの推認を重ねて認定しているが，契約

の締結は町長である被告人Ａの権限であり（地方自治法１４９条 ，平成１０年）

度及び平成１３年度の在宅健康管理システムの導入は，Ｃの働きかけを受け，被

告人Ａの発案で行われ，かつ，随意契約によりＧ社と契約し，同社の見積りどお

りの金額で契約することも，被告人Ａの意向によるもので，その決裁を得て行わ

れたものである（Ｅ，Ｄ，Ｊ，Ｋ，Ｌ，Ｃ，被告人Ａ，被告人Ｂの検察官調書な

いし検察事務官調書・原審甲４，８，１２，１８ないし２０，乙４，５，１２，

１３，２０，２１，２５，２６等）から，被告人Ａの指示による行為である。

なお，被告人Ａは，平成１３年度の在宅健康管理システムの導入に際し，虚偽

， ， ，の有印公文書を作成しており これも職務上不正な行為に当たり 原審検察官は

冒頭陳述要旨第４の２の(2)ないし(4)，平成１９年１月２２日付け求釈明に対す

る意見書第２の４，同年２月１３日付け求釈明に対する追加意見書第１の３で，

， ， ，この点も不正行為と指摘していたが 原判決は 虚偽有印公文書作成罪を認めず

事後収賄関係でも不正行為としていないが，このような行為も不正行為に当たる

というべきである。しかし，前記認定のとおり，被告人Ａらが町議会の議決を回

避するため，ＣあるいはＧ社関係者に依頼したものであって，Ｃらの必要があっ

てしたものではない。そうすると，この不正行為の請託がないから，結局，この

点を認定しなかった原判決に事実誤認はない。

(2) Ｇ社あるいはＣからの請託
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（ ， ， ， ， ）Ｃ及び被告人Ａの検察官調書 原審甲２５ないし２７ 乙４ ５ １２ １３

などの原審が取り調べた証拠によれば，平成１０年度の在宅健康管理システムの

， （ ）追加導入の経過は 原判決の補足説明の第１の１の(7) 原判決７丁から１２丁

のとおりである。

すなわち，Ｃは，被告人Ａらａ町関係者に対し，かねてから端末機器の追加導

入及びホストシステムの更新を求め，山振事業や広域ネットワーク事業により補

助金等が受けられるとの情報を提供した。被告人Ａも，平成６年度に導入した在

宅健康管理システムが注目を浴び，各地の地方公共団体から視察に来るなどした

ことから，追加導入をしたいと考えており，上記補助金等の情報を得るや，これ

ら及びａ町の単独事業により端末機６０台の追加導入を決め，ａ町の担当者にＧ

社と協力して具体的な導入の立案を指示した。ａ町の担当者は被告人Ａの指示に

， ， ，従い Ｇ社の担当者と協力して補助金等の申請書類 資料を作成するなどもして

３回にわたり端末機合計６０台（ｅ町，ｃ町の導入分を含めれば８８台）の追加

導入等をした。

平成１３年度の在宅健康管理システムの追加導入についても，原判決の事実認

定の補足説明の第１の１の(8)（原判決１２丁から１８丁）のとおりであるが，

Ｃは，被告人Ａらに対し，かねてから，Ｇ社が開発した在宅健康管理システムの

新機種の導入を求めていた。被告人Ａも，町議会から追加導入の要望があったこ

とや，新機種を導入すれば再び注目を浴びるとの期待から，財源が得られれば追

加導入をしたいと考えていた。被告人Ａは，国保基金を取り崩すことで財源のめ

どが得られたため，Ｇ社の新機種による追加導入を決意し，併せて送信されるデ

ータの解析や利用者に対する指導に当たる保健師の負担軽減のため，Ｃから要望

のあったこれらの作業もＧ社へ委託することとし，担当者に指示した。ａ町の担

当者は被告人Ａの指示に従い，Ｇ社から，２回にわたり端末機合計１２０台等の

追加導入をした。

以上の経過に照らせば，Ｃが，被告人Ａに対し，競争入札などせず，Ｇ社と随
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意契約し，Ｇ社の見積りどおりの金額で契約してほしいと依頼し，被告人Ａがこ

れを受け入れた旨のＣ及び被告人Ａの検察官調書（原審甲２５ないし２７，乙２

５，２６，４３，ただし乙４３は信用性検討証拠）は信用でき，その旨の請託が

あったと認められる。なお，原判決は，間接事実から，Ｃが被告人Ａに対し，こ

のような請託を行ったと推認するのが合理的である（原判決３１丁）とするが，

上記のような証拠がある。ところで，原判決は，平成１３年度の導入も，平成１

０年度と同様の方法で行うことを要求したものと理解するのが合理的である（原

判決３２丁）とする。しかし，原判決は，Ｃが「町長，いつもお世話になってい

ます。甲のことでおじゃまさせてもらっています。その見積書をお持ちしました

ので，今回もこれでよろしくお願いします｡｣などと述べたと認定するにとどまる

（原判決３２丁）から，このような発言をもって要求したとは認定できないが，

この点は判決に影響を及ぼさない。

(3) 賄賂の収受

まず，２００万円の立替払の経緯についてみる。被告人ＡがＣに対し，Ｉ社の

株式４０株の買戻しを求め，これに応じて，Ｃが被告人Ａに２００万円を立て替

えて送金したこと，そのころ，ＣがＦの持っていたＧ社の株式をＭ（以下「Ｍ」

という｡)に２００万円で譲渡し，その代金でＦが被告人Ａの持っていたＩ社の株

式４０株を購入したことなどについては 原判決が 補足説明の第３の１ ２ 原， ， ， （

判決３３丁から４７丁）で説示するとおりである。

これによれば，Ｉ社は，平成１０年１１月に設立されて以降，平成１４年８月

当時まで赤字を続け，大幅な債務超過の状態にあり，配当はなく，株式の経済的

価値はほとんどなかった。また，Ｉ社は，ＦとＣが主となって資金を集めて設立

したが，経営はもっぱらＦが行っており，被告人Ａから株式の買戻しを求められ

たＣも，Ｆに買戻しを打診したが，Ｆからは，金もなく，大幅な債務超過である

ことなどを理由に即座に断られ，Ｃもいったんは被告人Ａに買取りを断った。し

かし，Ｃは，被告人Ａから，なおも買取りを求められたため，Ｇ社が大幅な債務
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超過であったが，ＭにＧ社の将来性を強調することにより，Ｆの持っていたＧ社

の株式４０株を２００万円で買い取らせ，その代金でＦに被告人Ａの持っていた

Ｉ社の株式を買い取らせることにし，ＦがＭからまだ支払を受けていない（８月

２８日に支払を受けた ）のに，被告人Ａから早期の支払を求められたため，Ｃ。

がＧ社の金で立て替えることにし，８月１２日に２００万円を被告人Ａの口座に

送金した。

， ， ，このように Ｃは 価値のない株式を額面での買戻しを求める被告人Ａのため

通常の経済取引ではあり得ないような手の込んだ方法を用いて２００万円をねん

出し，被告人Ａの早期支払の要請で立替払までしており，被告人ＡからＦに対す

る株式の売買は存在するものの，それは名目にすぎず，Ｃの実質的な意図として

は，被告人Ａに対する２００万円の提供であったと認められる。長らく銀行員な

どとして働いていた被告人Ａとしても，Ｃが２００万円をねん出した手法まで知

， ，っていたわけではないが Ｉ社の株式に価値がほとんどないことは分かっており

Ｉ社の経営にかかわっていないＣに対し，いったんは買戻しを断られたのに，な

おも買戻しを求めて２００万円を受け取っているから，実質的にはＣから２００

。 ，万円の提供を受けたものと認識していたと認められる ２００万円の振替送金は

株式の売買代金の立替えではなく，Ｃから被告人に謝礼として供与されたもので

あるとするＣ及び被告人Ａの検察官調書（原審甲４５，４８，乙２６，２７，３

２，３６ないし３９，ただし甲４８，乙３７ないし３９は信用性検討証拠）は，

このような趣旨のものとして信用することができる。

次に，上記２００万円が賄賂となるかについてみる。上記Ｃ及び被告人Ａの検

察官調書によれば，被告人Ａは，Ｇ社から導入した在宅健康管理システムが好評

を博すとともに，世間の注目を浴び，自らも一躍有名になったことから，Ｃとの

協力関係を深め，その運営などについてＣの情報や人脈を利用する一方，Ｃの請

託を受け，Ｇ社の見積りどおりの金額で随意契約をして在宅健康管理システムの

追加導入を行うという職務上不正な行為を繰り返していたが，ａ町の合併により
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町長の身分を失い，合併後のｄ市の市長選挙で落選して無職となり，多額の選挙

費用も使っていたことから，これまでＧ社に対し有利な取扱いをしており，今は

公職から離れているからいいだろうと考え，株式の買戻し名下に金員の提供を要

求し，他方，Ｃは，被告人Ａから在職中に有利な取扱いを受けたことに対する謝

礼として，これに応じたことが認められるから，賄賂に当たる。

(2) 弁護人の所論に対する判断

ア 随意契約について

所論は，最高裁昭和６２年３月２０日第２小法廷判決（民集４１巻２号１８９

頁）の判旨が指摘した事由を総合すれば，被告人Ａらが随意契約を選択したのは

適正であるのに，原判決は各事由を総合的に検討せず，個別的に検討する誤りを

犯し，かつ個別事由の判断も誤ったとし，① ａ町は，平成６年度にＧ社の在宅

健康管理システムを導入し，その後も同社の協力を得て同システムの運営がなさ

れて大成功を収めており，平成１０年，平成１３年度の導入も，その継続拡大と

して行われた，② 同一機種を導入することにより，機器の運用等の面でメリッ

トが得られる，③ Ｇ社の製品やアフターメンテナンス，運営指導協力などの実

績に対する評価，信用が絶大であるから，引き続きＧ社と契約して協力を得るこ

とが導入後の円滑な事業運営，事業の成功に不可欠である，④ Ｇ社の在宅健康

管理システムを追加導入することは，被告人Ａのみならず，ａ町の町職員，議員

全員が同様の認識を持っており，ａ町の総意であった，⑤ 平成１３年度の追加

導入については，当時の保健師では，送信されるデータの解析，指導の負担に耐

えられず，外部委託が必要であるところ，これを行っているのはＧ社だけである

， ，から 在宅健康管理システムもＧ社と随意契約を結ぶことが最適かつ必要である

⑥ 平成１４年４月合併によりｄ市が誕生する予定であったが，合併するｃ町，

ｅ町もＧ社の在宅健康管理システムを導入しており，合併後の円滑な運用のため

にもＧ社のシステムを追加導入する必要性がある，⑦ 合併を控えて多忙な業務

を処理しており，じっくりと時間と労力をかける余裕がない，という。
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まず，上記最高裁判決は，住民訴訟における判決であり，随意契約をしたこと

が違法か否かが問われたものであって，刑法１９７条の３第３項の「職務上不正

な行為」は違法な行為に限られず，裁量権を不当に行使する行為を含むものであ

るから，この判決が「職務上不正な行為」に当たるか否かについて判断基準を直

ちに提供するものではない そして 原判決が補足説明の第１の４の(1)ないし(9)。 ，

（２１丁ないし２８丁）で説示する結論は是認することができる。すなわち，地

方自治法上，随意契約が許されるのは，同法施行令１６７条の２第１項が定める

場合に限られており，本件で該当が問題となるのは，２号の「その性質又は目的

が競争入札に適しないもの」であるが，所論のような事情を総合判断しても，競

争入札に適しないとはいえない。在宅健康管理システムにつき，随意契約を選択

したのは，これを地方公共団体として最初に導入したｆ町を除けば，ａ町の平成

１０年度及び平成１３年度の導入のみであり，ａ町自身，平成６年度の導入では

指名競争入札によっているのである。

個別の所論をみると，①の平成６年度に続く導入の点につき，平成６年度に導

， ，入したからといって 直ちにＧ社と随意契約をすべき特殊事情があるとはいえず

現に，平成６年度では入札によりＨ社が落札し，Ｇ社がＨ社の下請として納入し

ている。②の同一機種によるメリットにつき，競争入札によりＧ社の在宅健康管

理システムをより低価格で導入することができた可能性もある。③のアフターメ

ンテナンスなどの点につき，競争入札によりＧ社から同様のサービスを受けるこ

とができた可能性もある。④のａ町の町職員，議員の総意の点につき，Ｇ社の在

宅健康管理システムを導入することに異論がないとしても，町の規則に則り，適

法な方法で導入する必要性がないがしろにされるいわれはない。⑤の外部委託の

必要性の点につき，外部委託が必要であり，それを契約するには随意契約しか残

されていないとすれば，それに関してのみ，随意契約の道もあり得るが，その場

合でもＧ社の見積りどおりの金額で同社と随意契約を結ぶことが正当化されると

はいえない。⑥の合併前に導入する必要性の点につき，町長，町幹部職員が早期
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に導入する必要性があると認めたら，それに合わせて，入札に必要な時間を見越

して計画を立てて実施すべきであって，ａ町のみ便宜的な方法が是認されるとは

いえない。⑦の多忙の点につき，これがＧ社の見積りどおりの金額で同社と随意

契約を結ぶことを正当化するものでないことは多言を要しない。

イ 随意契約にまつわる行為について

所論は，随意契約を締結する際，相見積りをとらず，価格交渉もせず，Ｇ社の

見積りどおりで契約したことは，職務上不正な行為に当たらず，また，被告人Ａ

がこれを担当者に指示した事実もない，という。

しかし，随意契約にあっても，価格の適正に対する配慮は欠かせないのであっ

て，Ｇ社の見積りが適正か否かにつき，他社の類似製品の調査をしたり，見積り

を取るなどして検討する必要がある。Ｇ社の製品を指定した場合でも，特約店か

ら見積りを取ることは可能であり，これにより，Ｇ社の見積りが適正か否か調査

することができる。これらの措置をとることなく，Ｇ社の見積りをうのみにして

契約したことは，職務上不正な行為に当たる。現に，平成１４年５月，合併後の

ｄ市のＮ市民部長は，会計監査を控え，在宅健康管理システムの契約関係書類が

不備であるとしてＥに指示をし，随意契約とした理由を補充させたり，他社製品

のパンフレットを伺書に添付させたり，見積りよりも減額させて契約したように

装うなどしている（Ｕの検察官調書・原審甲４０の同意部分）のであって，当初

の手続が適正でなかったことを示している。このような不正な行為が，被告人Ａ

の意向に基づくものであることも，担当者であるＥ（特に原審甲４の４項 ，Ｄ）

（同甲８の４項 ，Ｋ（同甲１８の５項 ，Ｌ（同甲１９の３ないし５項）らが） ）

そろって供述しているところであり，被告人Ａの指示であることに疑いはない。

ウ 株式売買代金額について

所論は，Ｉ社の株式売買代金が２００万円となったのは不当ではないとし，そ

の根拠として，① 同社の代表取締役であるＦが株式買取りを断ったのは，不当

に高いという理由ではなく，金がないという理由である，② 非公開会社の株式
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の売買の多く，とりわけ経営者が株式を引き取る場合は，額面金額で引き取るの

が実情である，③ Ｉ社は，ミネラル豊富な野菜を栽培し，食し，健康な身体・

生活を増進しようという崇高な目的をもって，長期的視野に立ち，多数の著名人

の出資を得て設立した会社であり，株主であるというステータス的価値もある，

という。

①のＦが買取りを断った理由の点につき，Ｆは，検察官調書では，金がないこ

とに加え，Ｉ社は全くの赤字で，価値のない株式を額面どおりの金額で買い入れ

ることができるはずがなく，そのような株式を額面で買い戻せば，他の株主も同

様に買い取れと言ってくるのは目に見えており，たちまち会社がつぶれてしまう

と供述する（原審甲４３の３丁 。この供述には十分の信用性があり，金があれ）

ば買い取ったという原審公判供述は信用できない。②の額面での売買が実情であ

るとの点につき，大幅な債務超過が明らかな会社についても，そのような慣行が

あるとは考えられない。③のステータス的価値をいう点につき，設立前ならいざ

， ， ，知らず 実際に営業を開始して３年を経過し 大幅な債務超過となった時点でも

株式にそのようなステータス的価値があるとは考えられない。

エ 振り込まれた２００万円について

所論は，賄賂とならない根拠として，① Ｃは，Ｉ社の発起人で，被告人Ａに

出資を勧め，かつ取締役でもあり，被告人Ａは，代表取締役であるＦとの面識は

ほとんどなく，他の取締役とは一度も会ったこともないから，Ｃに株式の引取り

を持ち掛けたのは自然である，② 最終の職務上不正の行為が行われてから約６

か月後の収受である，③ 証拠の残る銀行振込で，かつ実名で行われている，④

収受時に，Ｃとの間で賄賂性をうかがわせるようなやりとりはない，⑤ Ｃが

公判では賄賂性を否定している，という。

①のＣに持ち掛けた点につき，被告人Ａは，Ｉ社の株式がほとんど無価値であ

， ， ，ることを分かっており Ｃに買戻しを求めて 当然ながら買戻しを断られたのに

繰り返し買戻しを求めたのは，これまで好意的な計らいをしてきたとの意識があ
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ったからと考えるのが自然であり，だからこそ，Ｃも，手の込んだ方法を使って

まで２００万円をねん出して，被告人Ａに提供したとみるべきである。②の時期

， ， ，の点につき 最終の不正な行為の約６か月後 町長退職の約５か月後というのは

むしろ短いというべきである。③の実名による銀行振込の点につき，形の上では

株式の売買代金の立替えという方法をとっており，金員の支払方法として，簡便

な銀行振込を利用し，かつ実名を使ったからといって，これにより賄賂性がない

とはいえない。④のやりとりがないとの点につき，被告人Ａが所持する株式を売

り渡す手続とすれば，通常の経済取引とは著しく異なっており，Ｃの手の込んだ

金員のねん出状況も，賄賂性を物語っている。⑤のＣの公判供述の点につき，上

記のような諸点に照らすと，原判示認定に反する部分は信用できない。

以上の次第で，被告人Ａにつき事後収賄罪を認めた原判決に，事実の誤認はな

く，論旨は理由がない。

３ 法令の適用の誤りの主張について

論旨は，原判決は，被告人Ａが，ａ町長として，平成１０年度及び平成１３年

度に合計５回にわたり，在宅健康管理システムを導入するに当たり，Ｇ社との随

意契約を選択したことを職務上不正な行為に当たるとしたが，これは，随意契約

によることができる場合を定めた地方自治法施行令１６７条の２第１項２号の

「契約の性質又は目的が競争入札に適しないもの」の解釈について，上記最高裁

昭和６２年３月２０日判決が，当該契約の種類，内容，性質，目的等諸般の事情

を考慮して，当該普通地方公共団体の契約担当者の合理的な裁量判断により決定

されるべきとしているのに反し，ひいては上記施行令１６７条の２第１項２号の

解釈を誤ったものであり，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令適用の誤りが

ある，というのである。

しかし，既に詳論したとおり，原判決の事実認定に誤りがなく，本件各契約は

いずれも，随意契約をすることができない場合に当たり，被告人Ａが随意契約を

締結したのは刑法１９７条の３第３項の「職務上不正な行為」に当たるというべ
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， 。 。きであるから 原判決が同法条を適用したことに誤りはない 論旨は理由がない

第３ 当裁判所の破棄自判

以上の次第であるから，被告人Ａに対する検察官の量刑不当の論旨に対する判断

を省略し，刑訴法３９７条１項，３８２条により原判決を破棄し，同法４００条た

だし書により当裁判所において，次のとおり判決する。

（罪となるべき事実）

第１ 被告人Ａは，平成５年８月１５日から平成１４年３月３１日までの間，ａ町

長として，同町のための各種請負工事の発注及びその契約締結等の事務全般を

統括掌理していたもの，被告人Ｂは，平成９年４月１日から平成１４年３月３

１日までの間，同町役場総務課長として，同町の公印の監守，助役の代行者と

して町長を補佐し，種々の決裁等の事務に従事していたものであるが，コンピ

ュータによる在宅健康管理システムのハードウエア，ソフトウエアの開発，販

売，設置工事等を目的とする株式会社Ｇの代表取締役であるＣほか数名と共謀

の上，同町が，Ｇ社に在宅健康管理システム端末機１００台の設置工事等を発

注して請け負わせたが，同工事の請負代金額は５０００万円を超えていたこと

から，同町議会の議決を得て契約を締結する必要があったのに，同町議会の議

決を得ないで，同町が，Ｇ社に同端末機２０台の設置工事等を追加して請け負

わせたことから，同端末機合計１２０台を，設置工事等の請負代金額が５００

０万円未満となる８０台と４０台に二分し，その８０台と４０台につき各設置

工事等の請負契約を締結したように装うことを企て，

１ 行使の目的をもって，ほしいままに，平成１３年１１月上旬ころ，東京都ｇ

区ｈ丁目ｉ番ｊ号所在のＧ社事務所において，同社従業員Ｏが，工事請負契約

「 」 ，書用紙１枚の請負者欄に 株式会社Ｇ代表取締役Ｃ と刻した記名印を押印し

Ｃが，同欄にＧ代表取締役印を押捺した上，そのころ，これをｂ県ｃ郡ａ町ｋ

甲ｌ番地所在のａ町役場に郵送し，同月１２日ころ，同役場内において，同町

福祉保健課課長補佐Ｄが，上記工事請負契約書用紙の請負代金額欄に，上記端
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「 」，末機８０台の設置工事等の代金に相当する金額である ￥４５４６６０５０

工期欄に「自平成１３年１０月１１日，至平成１３年１１月３０日 ，作成日」

「 」 ， 「 」付欄に 平成１３年１０月１１日 などと虚偽の記載をした上 発注者欄に Ａ

と刻した記名印及び「ｂ県ａ町長之印」と刻した同町長の公印を押捺するなど

して，工事請負契約書１通を作成し，

２ 行使の目的をもって，ほしいままに，平成１４年１月１８日ころ，上記Ｇ社

事務所において，上記Ｏが，工事請負契約書用紙１枚の請負代金額欄に，上記

端末機４０台の設置工事等の代金に相当する金額である「￥１２４２９９０

０ ，工期欄に「自平成１４年１月１０日，至平成１４年１月１８日 ，作成」 」

日付欄に「平成１４年１月９日」と虚偽の記載をし，請負者欄に「株式会社Ｇ

代表取締役Ｃ」と刻した記名印を押印し，Ｃが，同欄にＧ社代表取締役印を押

捺した上，そのころ，これを上記ａ町役場に郵送し，同月２８日ころ，同役場

内において，上記Ｄが，上記工事請負契約書用紙の発注者欄に「Ａ」と刻した

記名印及び「ｂ県ａ町長之印」と刻した同町長の公印を押捺するなどして，工

事請負契約書１通を作成し，

もって，それぞれ，被告人Ａ及び同Ｂの職務に関し，内容虚偽の有印公文書を

作成した。

第２ 被告人Ａは，平成５年８月１５日から平成１４年３月３１日までの間，ａ町

長として，同町のための各種請負工事の発注及びその契約締結等の事務全般を

統括掌理していたものであるが，平成１０年ころから平成１３年５月２３日こ

ろまでの間，前後数回にわたり，上記ａ町役場等において，Ｃから，同町が運

営する在宅健康管理システムに用いるための端末機の設置工事等に関し，入札

をすることなく，Ｇ社の提示する請負代金額で同社の端末機の設置工事等を同

社に発注して請け負わせてもらいたい旨の請託を受け，これを承諾し，平成１

１年２月ころから平成１４年２月ころまでの間，前後５回にわたり，地方自治

法及びａ町建設工事執行規則等に反して入札をせず，同社が提示した請負代金
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額で上記端末機合計２０８台の設置工事等を同社に発注して請け負わせ，その

請負代金額合計１億２７４６万７６９０円を支払うなどの職務上不正な行為を

した上，同町長退職後の同年８月１２日，Ｃにより，上記職務上不正な行為を

したことに対する謝礼として供与されるものであることを知りながら，東京都

ｍ区ｎ丁目ｏ番ｐ所在の株式会社Ｐ銀行ｑ支店のＧ社名義の普通預金口座か

ら，ｂ県ｄ市ｃ町ｒｓ番地ｔ所在の株式会社Ｑ銀行ｕ支店の被告人Ａ名義の普

通預金口座に，株式会社Ｉ社の株式４０株の売買代金名下に２００万円の振込

送金を受け，もって，上記ａ町長としての在職中に請託を受けて職務上不正な

行為をしたことに関し，賄賂を収受した。

（証拠の標目 （括弧内の番号は検察官請求証拠番号））

判示全事実につき

・ 原審第９回公判調書中被告人Ａの供述部分

・ 被告人Ａの検察官調書３通（原審乙２，５，７）

・ 原審第８回公判調書中被告人Ｂの供述部分

・ 被告人Ｂの検察官調書４通（原審乙１９ないし２２）

・ 原審第５，６回公判調書中証人Ｃの供述部分

・ 原審第６回公判調書中証人Ｄの供述部分

・ 原審第７回公判調書中証人Ｅの供述部分

・ Ｃの検察官調書４通（原審甲２７，乙１３ないし１５）

・ Ｒの検察官調書２通（原審甲１，２）

・ Ｅの検察官調書４通（原審甲４ないし７）

・ Ｄの検察官調書４通（原審甲８ないし１１）

・ Ｊの検察官調書（原審甲１３ ，検察事務官調書（原審甲１２））

・ 捜査報告書（原審甲２９）

・ 履歴事項全部証明書（原審甲３）

判示第１の各事実につき
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・ 被告人Ａの検察官調書（原審乙６）

・ 被告人Ｂの検察官調書（原審乙１８）

・ 原審第１回公判調書中分離前相被告人Ｃの供述部分

・ Ｄの検察官調書（当審１，不同意部分を除く）

・ Ｄの検察官調書（原審甲３２）

・ Ｓの検察事務官調書（原審甲３０）

・ Ｔの検察事務官調書（原審甲３１）

・ 捜査報告書（原審甲１４）

・ 押収してある工事請負契約書２通（原審甲１５，１６，当審平成２０年（押）

第１４号の１，２）

判示第２の事実につき

・ 被告人Ａの検察官調書９通（原審乙３，４，２５ないし２７，３２，３５，３

６，４２）及び弁解録取書（原審乙３３）

・ 原審第１０回公判調書中証人Ｆの供述部分

・ Ｃの検察官調書７通（原審甲２４ないし２６，２８，４５，乙１１，１ ２）

・ Ｅの検察官調書（原審甲２０）

・ Ｕの検察官調書（原審甲４０，不同意部分を除く）

・ Ｆの検察官調書５通（原審甲４３，５２ないし５５）

・ Ｍの検察官調書（原審甲４４）

・ Ｋの検察事務官調書（原審甲１８）

・ Ｌの検察事務官調書（原審甲１９）

・ Ｊの検察事務官調書（原審甲３９）

・ 捜査報告書４通（原審甲１７，２１，３７，３８）

・ 電話聴取書（原審甲２２）

・ 電話録取書（原審甲２３）

・ 捜査関係事項照会書謄本（原審甲４１ ，同回答書（原審甲４２））
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（法令の適用）

被告人Ａにつき

罰 条

判示第１の１，２につき 各刑法６０条，１５６条，１５５条１項

判示第２につき 平成１５年法律第１３８号による改正前の刑法１

９７条の３第３項

併合罪の処理 刑法４５条前段，４７条本文，１０条（刑及び犯

情の最も重い判示第１の１の罪の刑に法定の加

重）

未決勾留日数の算入 刑法２１条

刑の執行猶予 刑法２５条１項

追 徴 刑法１９７条の５後段（被告人Ａが判示第２の犯

行により収受した賄賂である金２００万円は没収

することができない）

訴訟費用の負担 刑訴法１８１条１項本文，１８２条

被告人Ｂにつき

罰 条 各刑法６０条，６５条１項，１５６条，１５５条

１項

併合罪の処理 刑法４５条前段，４７条本文，１０条（犯情の重

い判示第１の１の罪の刑に法定の加重）

酌量減軽 刑法６６条，７１条，６８条３号

未決勾留日数の算入 刑法２１条

刑の執行猶予 刑法２５条１項

訴訟費用の負担 刑訴法１８１条１項本文，１８２条

（量刑の理由）

本件は，ａ町長であった被告人Ａと同町総務課長であった被告人Ｂが，同町に
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対しコンピュータによる在宅健康管理システムを納入していたＧ社の代表取締役

であるＣらと共謀の上，その請負代金額が５０００万円を超えていたことから，

契約を締結するに当たり，町議会の議決を得る必要があったのに，その時間的余

裕がないとして，設置台数を分割し，議決を要しない５０００万円未満の請負金

額で契約したように装い，その旨虚偽の契約書を作成した虚偽有印公文書作成の

事案と，被告人Ａが，Ｃから請託を受け，地方自治法等の規定に反して，競争入

札をすることなく，Ｇ社の提示する請負代金額で同社と随意契約をするなどの職

務上不正な行為をし，町長退職後に，その謝礼として供与されるものであること

， 。を知りながら 株式売買代金名下に２００万円を収受した事後収賄の事案である

まず，虚偽有印公文書作成は，被告人Ａが，在宅健康管理システムの導入によ

り，世間の注目を浴び，一躍有名となり，その納入業者であるＧ社代表者のＣと

親密な関係となり，地方自治法等の規定を遵守せず，その請託を受けて競争入札

をせず，その提示する請負金額で同社と随意契約をし，その契約書も作成しない

まま工事の段取りを進め，契約書作成の段階になって議会の議決が必要なことに

気づいたものの，もはやその余裕もないとしてこれを取り繕うため，議会の議決

を要しない金額で契約したように装い，内容虚偽の契約書を作成したもので，手

続無視，議会軽視もはなはだしく，犯情は軽くない。被告人Ａは，町長という町

政の責任者の立場で加担し，しかも，同被告人がＣと親密な関係となり，その提

示する金額での随意契約を繰り返していたことが本件の遠因となっており，その

責任は大きい。被告人Ｂは，助役不在下の総務課長として町長を補佐する立場に

ありながら，加担しており，その責任は軽くない。

次に，事後収賄は，被告人Ａが，在宅健康管理システムの導入により，上記の

とおりＣと親密な関係となり，合併後の市長選挙に落選するや，購入した自動車

代金に自己資金を充てるのを惜しみ，Ｃの勧めで出資した株式の売買代金の名目

で２００万円の支払を要求して，これを収受したものであり，その動機に酌むべ

きものはない。また，町の首長である町長が，契約の公平，適正のための地方自
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治法等の規定に反し，特定の会社に便宜を図り，その契約額は合計１億２７００

万円余りにのぼり，退職後とはいえ，その会社代表者から謝礼として賄賂を収受

したもので，町政の廉潔性に対する信頼を著しく失墜させた。２００万円という

賄賂の額も多額であり，被告人ＡはＣからいったんは断られたにもかかわらず，

既に町長を辞めていることや株式売買代金名目であることをよいことに再三支払

を要求してこれを受け取ったもので，この点でも悪質である。

そうすると，被告人両名の刑事責任は軽いものではなく，殊に被告人Ａの刑事

責任は重いものがあるが，被告人Ａは町長として，被告人Ｂは町職員，さらには

合併後の市職員として町政等に相応の貢献をしてきたものであること，被告人Ａ

には前科がなく，被告人Ｂには交通事犯以外に前科はないこと，被告人Ａは高齢

で双極性感情障害があること，虚偽有印公文書作成罪についての被告人Ｂの関与

には従属的な部分もあることなど，両被告人のために酌むべき諸事情を考慮する

と，被告人Ｂについては酌量減軽を施した上で，両被告人について，いずれもそ

の刑の執行を猶予することが相当である。

(裁判長裁判官 柴田秀樹 裁判官 山本恵三 裁判官 鈴木芳胤)


